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１．はじめに
　教員養成の質を保証することは，よい教師の育成
を規定するといっても過言ではないであろう注１）。そ
のような社会的要請に相俟って，近年，複雑化する学
校現場に対応できる教員の資質向上のための方策や大
学における教員養成の在り方が問われている（文部科
学省，2006；2012）。同様のことは，国際的にも議論
されており，教員養成における質保証が，子どもたち
の学習成果を担保することに繋がることが指摘され
て い る（Cochran-Smith，2001；Darling-Hammond，
2006)。そして，実証的な研究（例えば，Darling-
Hammond et al.，2010；Darling-Hammond et al.，
2013； Ingvarson and Rowley，2017）も行われてお
り，教員養成の質保証のための評価やその改善方策な
ど，その PDCA についての関心が高まっている。
　そのような中，日本では，教職課程を統括する組織
の設置，教職課程における自己点検や評価の実施など，
「教職課程の質の保証・向上」の在り方が示されてい
る（文部科学省，2015）。それは，単に教職課程の認
定基準を遵守するということではなく，各大学が自律
的に教職課程の質の維持，向上にむけて取り組むこと
が求められている（佐藤，2011）。つまり，教員の資
質能力の向上には，その入り口段階である教員養成の
質保証や質的水準の向上が求められ，そのための方策
が重要な役割を担っている。
　しかしながら，日本における教職課程の質保証は開
設時における課程認定と不定期に行われる教職課程実
地視察（外部質保証）が主となっており，課程認定を
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受けた後に大学が自律的に教職課程の質の維持，向上
にむけた取り組み（内部質保証）が十分に図られてい
ないことが指摘されている（文部科学省，2015）。また，
私立大学を中心に教職課程の認定に「通る」ことが最
大の関心事になっているという指摘（田子，2008）も
されており，教職課程を有する機関としての自律的か
つ主体的な質保証への取り組みが十分でない傾向もあ
る。したがって，各大学が教員養成に関する PDCA
サイクルを適切に機能させ，教員養成における自己点
検・評価の実施を自律的かつ主体的に実施することが
焦眉の課題となっている。
　その解決に向けた取り組みの１つが教員養成の内部
質保証を促進するための認証評価（第三者評価，外
部質保証）である。例えば，東京学芸大学は，日本
の教員養成教育の実態に根差した「日本型アクレディ
テーション」を構想し，教員養成教育の質保証に向け
て評価指標の開発を行い，その成果が報告されてい
る（東京学芸大学教員養成評価開発研究プロジェクト，
2017）。また，大学基準協会（2018）は，多様に存在す
る教職課程の実相を調査し，教職課程における効果的
な内部質保証と外部質保証の在り方を指摘している。
　一方で，日本における質保証をめぐる議論は，第三
者評価制度である認証評価という文脈に強く依存しす
ぎているため，『第三者評価のため』の質保証システ
ムの構築という議論になりかねないとの指摘（佐藤，
2011）もあり，課題が山積していると考えられる。特
に，日本の教員養成が「開放制」の原則下において多
様に展開されているため，教職課程の質保証がそれぞ
れの大学に委ねられてきたという背景も大きな影を落
としているともいえよう（岩田，2014）。
　以上を踏まえると，日本における教員養成の質保証
に関する研究は，各大学の自律的で主体的な取り組み
に関する PDCA（内部質保証）とそれを促すための
方策（第三者評価，外部質保証）について発展途上に
あると考えられる。
２．研究の目的
　そこで本研究では，日本における教職課程や教員養
成の質保証に関する研究の動向から，日本における教
員養成の質保証の実態や課題を導出し，今後の日本に
おける教員養成の質保証に向けて示唆を得ることを目
的とする。
３．研究の方法
　本研究における対象論文の収集方法及び分析対象と
する論文の選定手続きは，「雪だるま式（Snowballing）」
（大木・彦，2013；Wohlic，2014）と呼ばれる方法を
採用した。この方法は，比較的バイアスがかかりにく
いと考えられるデータベースにおいて，文献を検索し
関連文献を抽出するだけでなく，それらの中で引用さ
れている文献も加えながらレビューを行っていくこと
が特徴として挙げられる（大木・彦，2013）。教員養
成の質保証に関する論文は事例報告が多く，それらの
基盤となっている文献の中にも，有効な実践や示唆が
述べられているものは多数存在すると考え，この方法
を採用することとした。
　本研究では，国内における多くの主要なデータベー
スを含む総合学術検索サイトである CiNii Articles を
用いた。フリーワード検索において，「教員養成　質
保証」，「教職課程　質保証」で検索を行い，計135編
が該当した（2019年７月現在）。そして，重複した論文
14編を除外した計121編の中で，日本を対象とした文
献と，海外を対象にした文献に分類し，整理した。なお，
日本と海外との比較のような文献は，本研究の目的か
ら，海外を対象としたものとして扱うこととした。
　日本を対象とした文献の中では，一般記事やシンポ
ジウム資料などを除き，学術論文であるものを計66編
取り上げた。その中で引用されている関係文献を含ん
で再検討し，本研究の趣旨と合致する計68編を分析の
対象とした。また，海外を対象とした文献についても，
一般記事やシンポジウム資料などを除き，学術論文で
あるものを計12編取り上げた。その中で引用されてい
る関係文献を含んで再検討し，本研究の趣旨と合致す
る計20編を分析の対象とした。これらの文献選定のプ
ロセスは図１に示している通りである。
図１　本研究における文献選定のプロセス
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　なお，上述したステップは，妥当性を担保するため
に，体育科教育学を専門とする大学教員 A（教職歴
14年）と B（教職歴９年）及び大学院生２名（博士課
程前期・後期）のトライアンギュレーション（メリア
ム，2004）が実施された。
４．日本における教員養成の質保証
　では，先行研究から日本における教員養成の質保証
の実態や課題，取り組み事例を整理する。
4.1. 日本における教員養成の質保証の特徴
　日本における教員養成の質保証の取り組みの特徴を
明らかにするために，（1）誰が行っているか，（2）ど
のように行っているかの２点からまとめた。
（1）誰が行っているか
　68編の先行研究のうち，具体的な事例について報告
されていたものは32編であった。また，その内27編が
各大学における質保証の結果に関する報告であった。
残りの５編については，研究者もしくは教職センター
による全国もしくは特定の大学に対する質保証に関す
る実態調査の報告であった。
　したがって，周知の事実ではあろうが，日本では大
学と大学に所属する大学教員によって教員養成の質保
証が行われ，その成果は論文もしくは報告書の形で公
表されている。しかし，教員養成を担う大学の数から
考えると，研究や報告の数は少ないといえる。
（2）どのように行っているか：学生の評価からみる
質保証
　上述した質保証の事例を報告している32編の先行研
究において，実践として取り上げられていたのはカリ
キュラムや教職に関する講義，教育実習，教職実践演
習であった。それら実践について，学生へのインタ
ビュー調査やアンケート調査，GPA 調査，自己評価，
ポートフォリオなどからその成果を明記している報告
書が散見できた。このうち，ルーブリックやスタンダー
ド，ポートフォリオ（教職カルテ）などのスタンダー
ド・ベースに行われた実践は７編，カリキュラムや教
職プログラムなど長期的な実践は７件であり，島根大
学と岡山大学はそれぞれ３度に分けて教員養成の質保
証の取り組みについて報告している。また，兵庫教育
大学や東京学芸大学は独自の取り組みについて報告書
として公表している。その他の多くは，一事例として
授業や教育実習の成果を整理している。
　以上より，日本において，教員養成の質保証は学生
の評価や学習成果から見取る傾向にあることが明らか
となった。なお，68編のうち事例報告以外のその他34
編の先行研究では，質保証に関するこれまでの先行研
究のレビューや事例の整理，諸外国の事例を整理し検
討していた。
4.2. 日本における教員養成の質保証の取り組み事例
　ここでは，長期的に質保証に取り組み，その成果を
公表している大学の事例を整理する。なお，論文とし
て公表されている島根大学と岡山大学，兵庫教育大学
の事例に加え，論文として公表されてはいないが，分
析対象の文献の中で取り上げられている東京学芸大学
の事例も整理する。
　まず，島根大学は教育学部における学士課程の教
員養成の質保証について，2013年，2014年及び2016年
の具体的取り組みを整理し，その成果と課題を報告し
ている（熊丸ら，2013；熊丸ら，2014；熊丸・河添，
2016）。特に，島根大学教育学部が掲げる３つのポリシー
とカリキュラムの体系化，質保証のマネジメントについ
て具体的に報告している。カリキュラムの特徴として
は，｢教師力｣ の育成を志向した体系的なカリキュラム
が編成されている。また，質保証のマネジメントについ
ては，成績評価システムや学習成果の履歴と蓄積の共
有（プロフィールシートシステム：いわゆる独自の履修
カルテ），そして，教務・学生支援委員会，附属 FD 戦
略センター，附属教育支援センターを中心とした質保
証のマネジメント体制が整っていることが特徴である。
　次に岡山大学では，全学教職課程というシステムが
運営されている。これは，教育学部ではないその他学
部（文学部，法学部，経済学部，理学部，工学部，環
境工学部，農学部）において統一された教職課程であ
る。教職課程のコアとなる部分を「全学教職コア・カ
リキュラム」と名付け，教師教育開発部門が中心となっ
て運営し，岡山大学だけではなく，学校・教育委員会・
地域との協働によって構築されている。また，主にそ
の成果として学生へのアンケートや意識調査などから
質保証の成果を報告している（後藤ら，2012；高旗ら，
2013；三島ら，2014；三島ら，2015）。
　さらに兵庫教育大学は，2009（平成21）年度文部科
学省「大学教育・学生支援推進事業」大学教育推進プ
ログラムにおいて「スタンダードに基づく教員養成教
育の質保証」に取り組んだ。そして，教育関係者らへ
の質問紙調査の結果をもとに教員養成スタンダードを
開発した（別惣・渡邊，2012）。そして，2011年から，
学生が常に高い目標と意識をもって学び続けることが
できる学習支援システムと組織的な指導体制を構築す
るための３つの目的を掲げ，スタンダードに基づく教
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員養成の質保証のプログラムを実践している。具体的
には，教員養成スタンダードに結びつく「カリキュラ
ムマップ」の作成，学生の「自己評価のための具体例」
の提示，そして，e- ポートフォリオ（Can Pass ノー
ト）の活用やそれを振り返る「リフレクションウィー
ク」を設定するなどの特徴があり，その意義がまとめ
られている（別惣，2013）。一方，教員養成スタンダー
ドに対する学生の理解不足や教員の指導力などの課題
も挙げられている（別惣，2013）。
　最後に，東京学芸大学では2010～2013年度までの４
年間のプロジェクトを立ち上げ，「教員養成教育の評
価等に関する調査研究」として評価基準案の策定及び
組織基盤・評価実施組織について検討を行っていた。
その成果をもとに，教員養成教育の質的向上を目指し，
文部科学省から特別経費の採択を受けて，他の国公私
立大学や教育委員会・学校関係者等の協力を得ながら，
国内初となる学士課程（学部段階）における教員養成
教育の評価システム（教員養成教育認定評価）を開発
した。さらに，2014年度からは大阪教育大学教育学部，
岡山大学文学部，同大学理学部，同大学教育学部，玉
川大学工学部，中央大学文学部，帝京大学教育学部，
東京学芸大学教育学部，北海道教育大学教育学部釧路
校，立命館大学文学部の８大学10学部を認定し，これ
による評価を実施している。この成果は「2014～2016
年度日本型教員養成教育アクレディテーション・シス
テムの開発研究報告書」（東京学芸大学教員養成評価
開発研究プロジェクト，2017）にまとめられている。
　また，日本における教員養成の質保証と高度化を支
援するシステムを構築することを目指し，2015年から
2018年にかけて国立の大規模教員養成系単科大学であ
る北海道教育大学（H）・愛知教育大学（A）・東京学
芸大学（T）・大阪教育大学（O）を中心に，教員養成
教育が共通して抱える諸課題を協働して解決できる体
制を整備し，全国の教員養成大学・学部等とのネット
ワーク化を図ることのできる「HATO プロジェクト」
も実施された（教員養成開発連携機構，2018）。
　以上より，日本では教育学部を中心として，教員と
しての資質能力の育成，そのためのカリキュラム，そ
して教職員の協働によるマネジメントなど，その取り
組みの検証を中心に質保証が行われている。また，東
京学芸大学や「HATO プロジェクト」のような複数
の大学の連携による質保証を行っている事例もある。
５．日本からみた国外における教員養
成の質保証
　本章では，国外における教員養成の質保証に関する
取り組みについて，先行研究をもとに言及していく。
本研究においては，日本語で書かれた論文に焦点を当
てて分析を進めた。なぜなら，外国の教員養成の質保
証について書かれている論文に関しても，比較教育学
における「教育借用」（日本比較教育学会，2012）の
観点から，日本のそれに関する改善点などを挙げて
いる日本語論文が多く散見されたからである。佐藤
（2018a）が述べているように，「外国の教育から何が
学べるか」（p. 14）という考えのもと，それらに焦点
を当てることで，本研究の目的でもある「日本におけ
る教員養成の質保証」の改善に向けた示唆を得ること
にも直接的に繋がると考えた。
　分析対象にした文献の中では，イングランド・スコッ
トランド・ドイツ・スウェーデン・フィンランド・ア
メリカの計６カ国を対象とした文献が見つかった。も
ちろん，それぞれの国における課題等を指摘している
研究も多くある。しかし，本研究においては，これら
６カ国に関する論文をもとに，日本の教員養成の質保
証に向けた示唆を中心にまとめていく。
（1）イングランド
　イングランドにおける教員養成の質保証に関する研
究は，大きく２つの視点に分けられる。１つが，教
師教育認定審議会（Area Training Organizations：
ATO） や 教 師 教 育 認 定 審 議 会（Council for 
Accreditation of Teacher Education：CATE），教育
水準局（Oﬃ  ce for Standards in Education, Children’s 
Services and Skills：OFSTED）などの，外部機関に
よる査察内容やその評価，歴史や位置づけについて検
討したもの（例えば，沖，2003；高野，2015；山崎，
2016）。そしてもう１つが，それらの外部機関の評価
に対する教員養成機関独自，いわゆる内部のシステム
整備に関するもの（例えば，木原ら，2007）である。
　木原ら（2007）は，ローハンプトン大学を事例に研
究を進め，自律的に外部調査者を設置する取り組みを
評価している。その中における示唆として，日本でも
質の高い教員を養成するためには，教育実習の長期化
や，実習協力校と大学の連携強化の重要性などを挙げ
ている。また，日本においても，イングランドの教員
資格のスタンダードのような，基準となるスタンダー
ドが合意され，そして明示されることが必要ではない
かと指摘されている（木原ら，2007）。
（2）スコットランド
　スコットランドは，イングランドと同じくイギリス
を構成する１つの国でありながら，教員養成の制度に
関しては，全く様相が異なる（佐藤，2013；吉村・ハ
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ンコック，2019）。イギリスでは，スクール・ダイレ
クト制度など，教職に至るルートは多様であるものの，
スコットランドの特徴の１つとして挙げられるであろ
う。それでも教員養成課程は狭き門であり，質の高い
学生を確保できる仕組みになっているという（佐藤，
2013；山崎，2016）。
　スコットランドにおける教員養成の水準管理の
責任主体は，GTCS（General Teaching Council for 
Scotland）であり，2012年に政府から完全に独立し，
法的地位を得た（佐藤，2013）。公立学校の教員は，
GTCS に登録することが義務づけられおり，運営費は
その登録料で賄われているのだが，この構成員が実に
多様であるという。具体的には，（1）登録している教
員の選挙によって選ばれる教員，（2）教育関係機関の
代表，（3）GTCS とは別の任用委員会によって選出さ
れる登録教員および有資格教員以外の者，の大きく３
つの括りのメンバーで構成されている。様々な人が，
直接的・間接的に教員養成の質保証に向けて参画して
いることこそが，スコットランドの強みであるといえ
よう（佐藤，2013）。そのようなスコットランドを例
に取り，佐藤（2013）は，日本の質保証に関しても，
教育に関わる関係者が「質」を捉え直し，密な関わり
及び相互の学び合いをするようになる必要性を指摘し
ている。
（3）ドイツ
　EU を中心としたヨーロッパの大学間の単位互換性
を高めることを目的とした，1999年のボローニャプロ
セス後，ドイツの教員養成課程においても，学士３
年・修士２年制（以下，BA/MA 制）という二段階化
が行われた（鈴木・杉原，2011；吉田，2013；坂野，
2013）。他方，2001年の PISA ショックを発端とした
教師教育改革の際に，「教育科学スタンダード」と「教
科教育スタンダード」という２つの教師教育スタン
ダードにおいて，教員に必要とされる資質能力がまと
められている（館林・辻野，2012；坂野，2013）。こ
れらは，各教員養成機関内部における開発を促進する
ものとして導入された（館林・辻野，2012）。
　その教師教育改革の一端として，講義・演習や単位
修得，そして修了試験のモジュール化が行われ，得ら
れるべき能力が獲得されているか確認できる制度を整
えたという（坂野，2013）。上述したスタンダードの策
定に関しては，イングランドを研究した木原ら（2007）
と同じように，日本においても必要であるという指摘
が見られた。しかし，坂野（2013）は，このモジュー
ル化による評価も，日本における評価の枠組みの在り
方として考えるべきではないかと提案している。
（4）スウェーデン
　スウェーデンでは，1993年の高等教育改革の際に，
高等教育の質向上が謳われるようになった。その後，
国内外の情勢に応じて，柔軟に質保証の取り組みを変
化させ，ドイツからは遅れる形で，2007年にボローニャ
プロセスに参加した（武，2014）。他方，山田（2012）
は，2006年に起きた政権交代で，スウェーデンの教育
は，民主主義的思考よりも，競争や知識を重視する考
えへと変換されていったと述べている。
　教員養成における質保証の特徴として挙げられるの
は，学習成果の評価に重点が置かれているところでは
ないであろうか。武（2014）は，リンネ大学を例とし
て，教員養成機関の内部質保証に関する研究を行って
いる。その中で，理論と実践をどのように身につけ往
還させているかどうかを判断するのは難しいと前置き
した上で，リンネ大学では，卒業論文さえも評価対象
としていることで，多面的に質保証を行っていると述
べている。日本の教員養成の質保証において注目され
ているのは，カリキュラムや教育内容などに関するも
のである一方で，学生が身につけた知識，スキルなど
のアウトプットに関しては，どのように評価し，教育
プログラムに結びつけるか検討されなければならない
と指摘している（武，2014）。
（5）フィンランド
　1979年の法令によって，４年制プログラムが５年制
となり，教員養成課程の修了者の学位を「修士」とす
ることが定められた（伏木，2011；小柳，2007）。ボロー
ニャプロセスに合わせて BA/MA 制としているが，
５年制の教員養成をボローニャプロセスのずっと前か
ら導入していたということである。これに関しては，
岩田ら（2010）も言及しており，フィンランドが質の
高い教育を維持できている理由として，（1）教師の地
位の高さ，（2）ボローニャ・プロセス後に BA/MA
制を導入した他の国よりも５年制の教員養成の歴史が
積み重ねられていること，（3）教員養成課程において
利用されている電子ポートフォリオ，の大きく３点を
挙げている。
　そして，フィンランドの多くの大学では，教育学に
関する研究方法の理解や，教科の内容に関するアカデ
ミックな内容を向上させようとする，研究をベースと
した教員養成が展開されているという（伏木，2011；
小柳，2007）。それに付随する形で，岩田ら（2010）
と伏木（2011）は，日本における質保証に向けた示唆
として，主体的に追求したり，自らに求められている
ことを考えたりする能力である「研究力」や「考究力」
の向上というものを挙げている。伏木（2011）は，「多
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様な研究方法を学びながら主体的に追究する学習体験
そのものがきわめて重要である」と述べていることか
らも，「研究」の重要性を強く感じているということ
がわかる。加えて，岩田ら（2010）は，フィンランド
の教育実習制度を概観した上で，日本においては，期
間の延長だけでなく，質の向上，とりわけ，それに関
わる大学教員や附属教員の質の担保及び学生との関わ
り方の改善が必要であると指摘している。
（6）アメリカ
　アメリカの教員養成の質を保証するものとして実
施されていることとしては，各州に委ねられている
課程認定制度と，アメリカ全土の規模で行われるア
クレディテーションの大きく２つが存在する（佐藤，
2007）。この２つの違いは，実施機関が異なるだけで
ない。課程認定は，各州が教員養成機関を認定し，修
了学生に対し，教員免許状を発行する法的プロセスで
あり，教員養成機関の最低限の基準を設定している。
それに対し，アクレディテーションは，あくまでも非
政府組織と共同で内部質保証をするためのプロセスで
あり，教員養成の優秀性を確保するために，全米レベ
ルで基準を設けている（佐藤，2005）。
　それら課程認定やアクレディテーションに関する
論文は多く散見された（例えば，佐藤，2003；佐藤，
2005；佐藤，2007；佐藤，2008；小柳，2015；佐藤，
2017）ものの，アメリカの教員養成の質保証に関する
議論は，「教育借用」の視点を用いず，基本的にはア
メリカ独自のものとして分析されている印象であっ
た。一方，佐藤（2018b）は，アメリカを中心とした
諸外国の教員養成の質保証政策の動向を踏まえた上
で，日本における質保証システムの今後の方向性につ
いて，大きく２つの視点から考察している。
　まず１つ目に関して，佐藤（2018b）は，現在，日
本を含めた世界各国の質保証において重要視されてい
る「教員養成の高度化」，「教員養成におけるスタンダー
ド策定」，「教員養成の外部評価システム」という３つ
の政策を挙げ，それら３つの大きな柱を，個々として
見るのではなく，総合的に捉える必要があると指摘し
た。そして２点目は，質を向上させたり改善させた
りするための仕組みは，個別の政策がどうかというよ
りも，むしろ，教員養成に関わる人や組織によって組
み立てられるものであるという考えを掲げている。佐
藤（2018b）は，これを可能にするための考えとして，
「集団的な自己規制」（佐藤，2018b）という言葉を用
い，教員養成関係者がどのように主体性を持ち，質保
証政策に関わることができるかが重要であると述べて
いる。
　以上，本研究で対象とした６カ国における教員養成
の質保証に関する先行研究を検討した。なお，表１は
各国における教員養成の質保証の特徴を整理したもの
である。
６．日本における教員養成の質保証に
向けて
6.1. 内部質保証を促進する外部との連携
　第４章において日本の大学における教員養成の質保
証のための取り組みの事例を，そして，第５章では国
外における教員養成の質保証に関する取り組みの事例
から日本にどのような示唆を得ているのかを整理し
た。それらをもとに，今後の日本における教員養成の
質保証を改善するための示唆として，外部質保証の重
要性を取り上げる。
　国外では，外部機関が各大学の質を評価している国
がほとんどであった。それらの評価規準を満たすこ
とで，入学者の定員を確保できたり，分配金がもら
えたりする国が多く，外部評価システムや外部評価者
の質の高さが窺えた（例えば，木原ら，2008；佐藤，
2013）。前章には記載していないものの，同じアジア
の韓国においても，韓国教育開発院（KEDI）が教員
養成教育の評価を行っており，国家が支援する研究機
関として規定している点は特質すべき視点であろう
（井手，2014）。しかしながら，それらをクリアするこ
とが目的になっている場合も多く，純粋に「自律的な
内部質保証のための外部質保証」としてのサイクルが
回っている事例は少ないと思われる。
　一方，日本における教職課程の質保証は開設時に
おける課程認定と不定期に行われる教職課程実地視
察（外部質保証）が主となっている（文部科学省，
表１　国外における教員養成の質保証の特質
対象国 日本に対する示唆
イングランド ・教育実習の期間及び質の改善
・スタンダードの明示
スコットランド ・「質」の捉え直し
・教育に関わる関係者の参画の仕方の
改善
ドイツ ・モジュール化による評価
スウェーデン ・知識やスキルなどのアウトプットの
評価
フィンランド ・「研究力」や「考究力」の向上を目
指す教育
・教育実習の期間及び質の改善
アメリカ ・質保証政策に関する視点の複合化
・教員養成関係者の主体性の向上
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2015）。内部質保証に関しては，国立の教育学部を中
心に機関としての自律性や主体性を担保するような研
究が行われていた。また，教育委員会や他大学との連
携という形で，質保証を実施している事例も見られた
（教員養成開発連携機構，2018）。しかし，教職課程の
認定に通ることが最大の関心事になっているような大
学（田子，2008）もあり，主体性をもって教員養成に
取り組み，教職課程の改善や向上など，その方策が担
保されていないと考えられる。そのため，日本におけ
る教員養成の質保証は，開設時の課程認定や不定期に
行われる教職課程実地視察だけでなく，教育委員会や
他大学との連携など外部との協働が行われることに
よって内部質保証が促進され，自律的な質保証が推進
されていくことが肝要となるであろう。
6.2. 日本の教員養成が取り組むべき課題
　では，教員養成機関の内部及び外部それぞれで，こ
れから進めていくべき課題は何であろうか。内部にお
いては，「教員養成カリキュラムの再考」や「学生の
資質・能力の向上」などが挙げられるであろう。多く
の論文で指摘されていた教育実習の期間や質（イング
ランド・フィンランド）だけでなく，講義・演習や単
位修得・修了試験のモジュール化による評価（ドイツ）
に関しても日本において必要なシステムであるとい
える。また，後者に関しては，より学生のコンピテン
シーベースで教員養成をしていかなければならないと
いうことである。日本においても，GPAを調査したり，
学生がポートフォリオを作成したりするような事例は
あるものの，学生の資質・能力を直接的に質として捉
え，それ自体を向上させていくための具体的な取り組
みを示している事例は少ない。「研究力」や「考究力」
の追求（フィンランド）や，知識・スキルそのものの
評価（スウェーデン）なども，１つの方策であるとい
えるであろう。
　その内部質保証を自律的に進めるためには，先にも
述べた通り，外部の関与というものが欠かせない。外
部組織としてスタンダードを明示すること（イングラ
ンド），さらには，質保証政策に関する視点を複合化
し（アメリカ），外部評価システムを強固にしていく
ことが必要であるといえる。そして，内部と外部双方
で必要といえるのが，質保証に関わる人たちの参画の
仕方の改善（スコットランド）である。大学内部であ
れば教職員，また，外部であれば教育委員会や他大学，
そして地域の関連機関の関係者など，多様な人たちが
協働的に関わり合いながら，教員養成の質保証に直接
的・間接的に質保証のための取り組みに参画していく
必要があるであろう。
　そこで図２は，自律的・協働的な教員養成の内部
質保証のために必要な内部組織と外部組織のダブル・
ループを示している。内部組織は，「カリキュラム」，「資
質・能力」，「教職員の参画の仕方」といった観点から
内部質保証を検討していく必要性がある。さらに，内
部質保証を促進していくために，外部組織には「スタ
ンダード」の策定や評価の支援，また，「関係者の参
画の仕方」の改善などを含めた「外部評価システム」
の構築が求められるであろう。そして，内部組織と外
部組織が協働的に新たな情報・システムを共有しつつ，
自律的に質保証を強化していくダブル・ループの考え
が必要になるといえる。このようなダブル・ループの
考えのもと，自律的な内部質保証の仕組みを促進させ
ることができれば，必然的に日本における教員養成の
質も向上していくと考えられる。
７．おわりに
　本研究では，日本における教職課程や教員養成の質
保証に関する研究の動向から，日本における教員養成
の質保証の実態や課題を導出し，今後の日本における
教員養成の質保証に向けて示唆を得ることを目的とし
た。その結果，大きく以下の２点が明らかとなった。
（1）教員養成スタンダードの策定や教員養成に関する
カリキュラムの改善だけでなく，内部及び外部の関係
者の参画の仕方なども，日本における教員養成の質保
証に関する課題として導出された。
（2）諸外国と比較して，外部の機関が各大学の質を評
価するシステムの充実が遅れている日本において，自
律的な質保証を促すために，内部と外部の協働的な質
保証システムを構築していく必要があるということが
示唆された。
　ただし，今回の調査で分析した資料は，その多くが
国立大学の教育学部が対象となっており，開放制によ
る教員養成の中心を行っている私立大学の質保証に関
する資料を扱っていない。日本における教員養成の質
図２　自律的・協同的な教員養成の質保証のための
ダブル・ループ
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保証を促進するためには，私立大学の取り組みも重要
であるため，その事例の蓄積や継続した調査を続けて
いく必要がある。
　最後に，教員養成の質保証は一体誰のためのものか。
「教育は国家百年の大計」ともいわれる。換言すれば，
子どもの未来百年の計は，教師の育成・成長にあると
いえる。未来の子どもたちのために，未来の教員の
質を高められる方策を再考していく必要があるであろ
う。
【注】
1） 大辞林第3版（松村，2006）によると，教員養成
とは「教員として必要な資質・能力を備えさせる
ために教育を施すこと。教育職員免許法に基づい
て実施される」ものであり，教職課程とは，「教
員の養成を行うために編成した，教員免許状の取
得に必要な大学の教育課程」と定義されている。
しかし，教員養成大学・学部ではなく，一般大
学・学部で実施されている課程のことをさす場合
もある。また，研究者や大学，機関によっては，
≪教員養成の質保証≫ではなく，≪教職課程の質
保証≫として研究や実践に取り組んでいる事例も
ある。そこで本研究では，教員養成を教職課程よ
り大きな枠組みとして捉え，引用箇所以外では≪
教員養成の質保証≫という言葉を用いることとし
た。
【付記】
　本研究の一部は，日本学術振興会科学研究費補助金
（基盤 B）課題研究番号 JP18H0102401，研究代表者・
嘉数健悟の補助を受けて行われた。
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